

















































































































































































































































































































グループ法」(UPGMA, unweighted pair-group method using arithmetric
ａｖｅrａｇｅs）12）を利用する。
　クラスター分析の結果を，樹形図にまとめたものを図２に掲げよう。こ
れによると，各費目への支出割合の形態でみた統計資料の類似性により，
十大費目は
　（ａ）（（『全消（全）」，『全消（勤）』），（『家計（全）』，『家計（勤）』））
　　　……住居，家具・家事用品，被服及び履物，交通・通信，その他の
　　　　　消費支出。
　（b）（（『家計（全）』，『家計（勤）』），（『全消（全）』，『全消（勤）』））
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　　　……教育，教養，娯楽。
　(ｃ)(((『全豹(全)』，『全消(勤)』)，『家計(勤)』)，『家計(全)』)
　　　……食料。
　(d)(((『家計(全)』，『家計(勤)』)，『全消(勤)』)，『全消(全)』)
　　　……光熱・水道。
　(ｅ)(((『家計(全)』，『家計(勤)』)，『全消(全)』)，『全消(勤)』)
　　　……保健医療。
の，５通りに分類されるが，最終ステップの非類似係数は全て1.08～1.23
の範囲内にあり，４対象の類似度は高いと結論される。
　４．世帯主年齢階級別支出割合による十大費目の類似性
　本節では，各消費財への支出割合の世帯主年齢階級別の変動を比較し，
いわゆる十大費目に分類された消費財の重層世代モデルにおける統合の可
能性を検討する。前節の結果をさっそく利用して，ここではこの種のデー
タの代表として『全国消費実態調査』(勤労者世帯)のデータのみを取り上
げることにする。
　表や図１からも，消費項目の中には世帯主年齢階級別の支出割合パター
ンが似ているものがあることが分かる。すなわちピークが１つのもの，２
つのもの，あるいは変動しているものなどである。どの消費財の支出割合
の変動パターンとどの消費項目のそれが似ているかを調べるために，『全
国消費実態調査』(勤労者世帯)について，｢算術平均を用いた対グループ
法｣によるクラスター分析を行った。結果を図３に掲げよう。
　年齢階級別の支出割合パターンの類似度の高い消費財同士を同じグルー
プにまとめても，家計部門の消費行動の分析は影響されないという意味
で，重層世代モデルでは相関する消費財をグループ化してまとめることが
可能である。上の結果から，次のような消費財グループを考えることが可
能である。
　　　　　　　　　　　　　　　－36－
図３：十大費用の類似度
　消費財Ａ：食料，光熱・水道，被服及び履物。
　　　　Ｂ：家具・家事用品，教養・娯楽。
　　　　Ｃ：保健医療，交通・通信，その他の消費支出。
　　　　Ｄ：住居。
　　　　Ｅ：教育。
　すなわち，消費財Ａは，図１に見られるように，30歳台後半から40歳台
前半にかけて消費支出割合の第１の山があり，60歳以降再び上昇傾向が見
られる財グループである。消費財Ｂは，30歳台後半に消費支出割合の第1
　　　　　　　　　　　　　　　－37－
の山，40歳台後半から50歳台前半にかけて谷，その後第２の山を見る財グ
ループである。反対に，人生の中頃，40歳台後半から50歳台前半にかけて
谷が見られるのは，消費財Ｃのグループである。消費財ＤとＥには，それ
ぞれ１種類の財しか含まれていない。消費財Ｄの住居は，年齢が高くなる
につれて支出割合が逓減していく傾向が認められる。一方，消費財Ｅの教
育には，40歳台後半に顕著な山が認められる。これは丁度，子弟の高校，
大学への進学時期と重なるものと考えられる。
　なお, Ward最小分散法あるいは完全連結法13）を利用すると，消費財の
グループ分けは多少変わって，次のようになる。
　消費財Ａ：食料，光熱・水道，被服及び履物。
　　　　Ｂ：家具・家事用品，保健医療，教養・娯楽。
　　　　Ｃ：交通・通信，その他の消費支出。
　　　　Ｄ：住居。
　　　　Ｅ：教育。
　５．ま　と　め
　以上，世帯主の年齢階級別の消費支出を検討してきた。われわれの分析
結果によれば，重層世代モデルヘの利用に関する限り，『家計調査』と『全
国消費実態調査』の類似度は高いことが判明した。現在（1993年現在），公
的年金の受給開始年齢は60歳である。したがって，65歳以上の世帯主につ
いての年齢階級の分割が詳細であるという理由から，年金制度の分析など
には『全国消費実態調査』の方が利用価値が高いと言えよう。
　また，ここで考察したグループ化を利用すれば，家計部門の消費行動の
－38－
分析に影響することなく，重層世代モデルにおける消費財の数を削減する
ことができる。重層世代モデルでは，家計の数が世帯主の年齢階級の数
（『家計調査』で10階級，『全国消費実態調査』では12階級）だけ有り，『国民経済
計算』を利用する場合よりもモデルの次元が高くなるので，モデル操作が
困難になることが多い。そこで，このようなグループ化により消費財の数
を削減することにより，モデルの次元を操作可能な範囲にとどめることが
可能になり，重層世代モデルを利用する実証分析に有効である。
　最後に，『家計調査』，『全国消費実態調査』の吟味を行っている他の研究
を紹介して，本稿の特徴を明らかにしておこう。高山他（1989，第３章）
は，『昭和59年全国消費実態調査』を，詳細かつ包括的に検討している。す
なわち，（1）世帯属性については1985年『国勢調査』との, (2)住宅について
は1983年『住宅統計調査』との，また（3）金融資産および負債については
1984年12月末の『資金循環勘定』や『日本の消費者信用統計』との比較を
行っている。そして（4）『家計調査』とは，勤労者世帯の実収人と消費支出
を比較し，年間の所得では『全国消費実態調査』が『家計調査』より大き
いが，年間の支出では両者には殆ど違いはないことを発見している。その
理由として，『家計調査』では，低所得者層にサンプリング。バイアスが存
在していることと，社会保障給付の記入もれが見られることを挙げている。
しかしわれわれのようなクラスター分析は行っていない。また竹内(1991)
は，世帯人員，世帯類型，世帯主年齢などの属性に関して両調査を比較し
ている。
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